
- 1 -

平成２９年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）

～法務省の人権擁護機関の取組～

法務省の人権擁護機関（以下「人権擁護機関」という。）は，人権侵犯事件調

査処理規程（平成１６年法務省訓令第２号，以下「処理規程」という。）に基づ

き，人権を侵害されたという申告等を端緒に，その被害の救済，予防に努めてい

る。

平成２９年（暦年）における取組状況は，以下のとおりである。

○新規救済手続開始件数 １９，５３３件（対前年比 ０．５％増加）

○処理件数 １９，７２２件（対前年比 ０．９％増加）

【新規救済手続開始件数からみた特徴】

① インターネット上の人権侵害情報に関する事件数が，５年連続して

過去最高件数を記録

２，２１７件（対前年比１６．１％増加）

② 学校におけるいじめに関する事件数が，前年を下回るも７年連続し

て３，０００件を超え高水準で推移

３，１６９件（対前年比 ６．０％減少）

１ 人権侵犯事件数（新規救済手続開始件数・処理件数）の動向

(1) 新規救済手続開始件数（図１）

新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数は１９，５３３件であり，対前

年比で９０件（０．５％）増加した。

（内訳）

◆ 公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が５，０５１件（対前

年比３２８件 （６．１％）減少）

◆ 私人等に関する人権侵犯事件数が１４，４８２件（対前年比４１８

件（３．０％）増加）

(2) 処理件数（図２）

処理した人権侵犯事件数は１９，７２２件であり，対前年比で１６９件

（０．９％）増加した。

（内訳）
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◆ 公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が５，０８１件（対前

年比５１７件（９．２％）減少）

◆ 私人等に関する人権侵犯事件数が１４，６４１件（対前年比６８６

件（４．９％）増加）

処理内訳別にみると，「援助」（注１）が１７，８４５件（全処理件数の９０．５

％）で最も多く，次いで「要請」（注２）が６７２件（同３．４％），「説示」（注３）

が８８件（同０．４％），「調整」（注４）が２３件（同０．１％）となっている。

このほか，「措置猶予」（注５）が１０件（同０．０５％），「侵犯事実不存在」

が１７件（同０．０９％），「侵犯事実不明確」が９９４件（同５．０％），

「啓発」（注６）を行ったものが４２件（同０．２％）ある（注７）。

（注１）法律上の助言を行ったり，関係行政機関や関係ある公私の団体等を紹介す

ること。

（注２）被害の救済又は予防について実効的な対応ができる者に対し必要な措置を

執るよう求めること。

（注３）相手方の反省を促し善処を求めるため事理を説き示すこと。

（注４）当事者間の関係調整を行うこと。

（注５）事案の軽重や反省の程度，懲戒の有無等を考慮して措置を講じないこと。

（注６）事件の関係者や地域社会に対し，人権尊重に対する理解を深めるための働

きかけを行うこと。

（注７）事件は１件で複数の措置を講ずる場合等があるため，処理件数と処理内訳

の合計件数は必ずしも一致しない。

(3) 特別事件

新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数のうち，特別事件（処理規程第

２２条に規定されている重大な人権侵犯事件）の件数は１，８１５件で，前

年に比べて７５件（４．３％）増加した。

２ 人権侵犯事件の類型別新規救済手続開始件数の動向

(1) 暴行・虐待事案（図３，４）

暴行・虐待事案は３，２１９件（対前年比１１．０％減少）で，全事件数

の１６．５％を占めている。

このうち，児童虐待事案については，４８６件（対前年比１７．１％減少）

である。

(2) 学校におけるいじめ事案（図３，５）

学校におけるいじめ事案は３，１６９件（対前年比６．０％減少）で，全

事件数の１６．２％を占め，７年連続して３，０００件を超えており，依然

として憂慮すべき高水準の状況で推移している。
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(3) 住居・生活の安全関係事案（図３，６）

住居・生活の安全関係事案は２，９０９件（対前年比１８．９％増加）で，

全事件数の１４．９％を占めている。

このうち，相隣間における騒音等の相隣関係から生じる事件の割合が４７．

０％（１，３６７件）を占めている。

(4) プライバシー関係事案（図３，７）

プライバシー関係事案は２，７０５件（対前年比９．４％増加）で，全事

件数の１３．８％を占めている。全体の件数が減少する中，本類型は増加傾

向にある。

このうち，インターネットによるものの割合が７３．９％（１，９９８件）

を占めている。

(5) 労働権関係事案（図３，８）

労働権関係事案は２，０６４件（対前年比２．６％減少）で，全事件数の

１０．６％を占めている。

このうち，パワーハラスメントに関する事案の割合が６２．５％（１，２

９０件）を占めている。

(6) 強制・強要事案（図３，９）

強制・強要事案は２，０２２件（対前年比１．０％増加）で，全事件数の

１０．４％を占めている。

(7) 教育職員関係事案（図３，10）

教育職員関係事案は１，２８４件（対前年比５．３％減少）で，全事件数

の６．６％を占めている。

このうち，体罰事案については，２６３件（対前年比４１．３％減少）で

ある。

(8) 差別待遇事案（図３，11）

差別待遇事案は７８５件（対前年比１４．９％増加）となった。

内訳では，障害者に関するものが２７２件，同和問題に関するものが８６

件，外国人に関するものが８４件，高齢者に関するものが７１件，疾病患者

に関するものが４４件となっている。

このほか，性同一性障害に関するものが１７件，性的指向に関するものが

６件ある。

３ その他特徴的な新規救済手続開始件数の動向
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インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（図12）は２，２１

７件（対前年比１６．１％増加）で，５年連続して過去最高（注８）となった（詳

細は別添６）。

（注８）平成１３年から実施している現行の統計報告要領において，過去最高になる。

なお，インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，統計報

告要領で定められた区分とは異なる区分で件数を集計している。

４ 添付資料

(1) 平成２９年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例（別

添１）

(2) 「人権侵犯事件」統計資料（平成２９年）（別添２）

(3) 「女性の人権ホットライン」統計資料（別添３）

(4) 「子どもの人権１１０番」統計資料（別添４）

(5) 「インターネット人権相談」統計資料（別添５）

(6) 特集「インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について」

（別添６）
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（別添１）

平成２９年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例

（暴行・虐待事案）

事例１ 夫の妻に対する暴行・虐待

妻に対し，髪をつかんで腹部を殴る，顔面を蹴るなどの暴行を加えたり，妻

がうつ病であることや，父親から性的虐待を受けていたことを他人に話すなど

されているとして，妻から法務局のインターネット人権相談受付窓口に相談が

された事案である。

法務局が中心となって，警察等の関係機関と連携を図り，被害者の見守り体

制を構築した。

また，被害者に対して，カウンセリング機関を紹介するとともに，ＤＶ被害

の登録のために警察署への同行を行うなど，人権擁護委員と法務局職員が被害

者に寄り添った対応を行うことにより，被害者の身体の安全の確保するに至っ

た。（措置：「援助」）

事例２ 養父による性的虐待

中学生から，養父から性的虐待を受けているとして，「子どもの人権ＳＯＳ

ミニレター」が送付され，調査を開始した事案である。

緊急性があると判断した法務局は，直ちに児童相談所及び中学校に連絡した

上で，学校を通じて中学生と面会し，被害状況を確認するなどしたところ，養

父が中学生に性的虐待を行っている疑いが強く認められたことから，その情報

を児童相談所等の関係機関と共有した。

そして，児童相談所は，中学生を一時保護し，その承諾を得て警察に通報し

た。（措置：「援助」）

（学校におけるいじめ事案）

事例３ 中学校におけるいじめへの不十分な対応

男子生徒が，同級生から日常的に下着等を露出させられる等のいじめを受け

ているにもかかわらず，学校が十分な対応を行わないとして，親から法務局に

相談がされた事案である。

法務局が調査した結果，校長が十分な調査を怠り必要な措置を講じなかった

ことに起因して，いじめを継続させた事実が認められたため，今後，同様のこ

とを繰り返すことのないよう説示した。（措置：「説示」）
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事例４ 高等学校におけるいじめに対する不十分な対応

高校生である被害者の同級生から，被害者がいじめを受けていることを学校

に相談したにもかかわらず，学校が十分な対応を行わないため，いじめが継続

しているとして，「子どもの人権１１０番」に相談がされた事案である。

法務局は，学校に対して，本人との面談によるいじめに係る経緯等の確認と

解消のための対応を働きかけたところ，生徒に対する見守り体制が構築される

に至った。その後，被害者の状況を確認したところ，いじめは解消し，学校で

楽しく過ごしているとのことであった。（措置：「援助」）

（労働権関係事案）

事例５ 職場の上司による部下に対する暴力

勤めていた法人の上司から暴力を振るわれるなどのパワーハラスメントを受

けたとして，法務局に相談がされた事案である。

法務局で調査した結果，当該上司が被害者の勤務態度に腹を立て，顔を書類

で叩いた事実が認められた。

法務局は，当該上司に対し，本件行為が違法な有形力の行使であり被害者に

肉体的・精神的苦痛を与えるものであるため，今後，同様の行為を行うことの

ないよう説示した。

また，当該法人の代表者に対し，職員の監督，指導を徹底するなど，再発防

止に向けた適切な措置を講ずるよう要請した。（措置：「説示」「要請」）

（強制・強要関係）

事例６ 未成年者へのわいせつ画像送信の強要

インターネット上で知り合った男性にわいせつな画像を送信してしまい，そ

の後もその男性から画像の拡散をほのめかされるなどして複数回にわたって画

像の送信を強要されているとして，中学生から「インターネット人権相談受付

窓口」に相談がされた事案である。

緊急性があると判断した法務局は，親にも警察にも話せないとする中学生の

心情に配慮しながらも，保護者や関係機関と連携して対応した結果，中学生は

保護者に事情を打ち明け，保護者とともに法務局に来庁し，法務局担当官とと

もに警察に赴いて被害届を提出するに至った。その後，警察による捜査が行わ

れ，画像拡散の心配が低くなり，保護者からは安心を得られたとして感謝の言

葉が述べられた。（措置：「援助」）
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（差別待遇事案）

事例７ 工場管理者による障害者に対する不適切な対応

足に障害がある小学生の親から，子どもが障害を理由に工場見学をさせても

らえないとして，法務局へ電話で相談された事案である。

法務局で調査した結果，工場の管理者は，小学校からの工場見学の申込みに

対し，被害者が車椅子を使用していることのみを理由に，他の児童と同様の工

場見学を認めない旨を学校側に連絡した事実が認められた。

そこで，法務局が工場の管理者に対し，一律の対応ではなく，被害者の親と

直接話して被害者の身体の状態を十分に把握した上で，工場見学参加の可否に

ついて再検討するよう促したところ，同管理者と被害者の親との間で話合いが

行われ，その結果，被害者は，他の児童と一緒に工場見学に参加することがで

きた。（措置：「調整」）

事例８ 遊園地における知的障害者に対する利用拒否

知的障害のある者から，遊園地において，障害を理由にアトラクションの利

用を拒否されたとして，法務局に相談がなされた事案である。

法務局が相手方遊園地から事実関係について聴取を行い，併せて障害者差別

解消法の趣旨等を説明の上，知的障害者の利用を一律に制限する規定の見直し

を促したところ，相手方は利用者の症状を個別に判断し利用の可否を決定する

よう規定を改正し，後に被害者はアトラクションを利用することができた。

（措置：「調整」）

事例９ インターネット上における識別情報の摘示

インターネット上の掲示板に，実在する特定地域を同和地区であると摘示す

るとともに，当該地区の住民への差別を助長させるような内容が書き込まれて

いる旨，法務局に情報提供がされた事案である。

法務局で調査した結果，当該書込みは，特定地域の地域住民に対して，不当

な差別的な取扱いをすることを助長又は誘発するおそれがあり，人権擁護上問

題があると認められたため，法務局からサイト管理者に対して削除要請を行っ

たところ，当該書込みは削除されるに至った。（措置：「要請」）

事例10 外国人に対する差別的発言

日本語を十分に話せず，外国語を使っている外国人が，同じ団地に住む隣人

から当該外国語が分からないとして侮辱されたり，祖国に帰るよう申し向ける

趣旨の発言を繰り返されているとして，当該外国人から法務局に相談がされた
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事案である。

法務局で調査した結果，隣人の発言は，当該外国人が日本語を十分に話せず，

外国語を使っていることなどを理由に一方的に申し向けられたものであり，同

人の人格権を侵害するものであると認められた。

そこで，法務局は，隣人に対し，今後，基本的人権尊重の理念について正し

い理解を深め，同様の行為を行うことのないよう説示した。（措置：「説示」）

事例11 性別変更した者に対する公衆浴場の利用拒否

性別適合手術を受け，戸籍上も性別を女性に変更して生活している者が入浴

施設の利用を申し込んだところ，性別を変更した女性であることのみを理由に，

その施設の利用を拒否されたとして，法務局に相談がなされた事案である。

法務局が調査した結果，同施設職員が被害者の前記申込みの断念を促すかの

ような配慮に欠ける発言をしたことが判明したため，同施設は，再発防止のた

めに従業員に対する研修を実施するとともに，被害者からの同施設利用の申込

みが再度あった場合には，これに応じる意向を示した。その後，被害者は，同

施設の利用が可能となり，同施設の対応に理解を示すに至った。

（措置：「調整」）
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「人権侵犯事件」統計資料（平成２９年）

中止 移送 啓発

総　合　計 20,675 1,142 19,533 9,319 9,974 - 29 203 8 19,722 17,845 23 672 88 - - - 10 17 994 140 5 8 42 953

公 務 員 等 の 職 務 執 行 に 伴 う 侵 犯 事 件

5,336 285 5,051 1,838 3,073 - - 138 2 5,081 4,624 6 93 79 - - - 6 9 315 23 3 2 18 255

特別公務員に関するもの

警察官に関するもの 206 15 191 129 62 - - - - 190 160 - - - - - - - - 29 1 - - - 16

その他の特別公務員に関するもの 6 2 4 2 2 - - - - 5 3 - - - - - - - - 2 - - - - 1

教育職員関係

体罰 349 86 263 75 83 - - 105 - 287 145 - 90 76 - - - 5 - 45 3 - - 5 62

その他 1,056 35 1,021 483 523 - - 13 2 1,003 925 4 1 1 - - - 1 - 64 5 1 2 10 53

学校におけるいじめ 3,215 46 3,169 847 2,306 - - 16 - 3,184 3,148 2 1 1 - - - - - 27 3 2 - 3 31

刑務職員関係 216 75 141 130 9 - - 2 - 142 21 - - - - - - - 5 108 8 - - - 74

その他の公務員に関するもの

国家公務員に関するもの 37 7 30 24 6 - - - - 35 26 - - - - - - - 2 7 - - - - 2

地方公務員に関するもの 236 17 219 142 75 - - 2 - 220 184 - 1 1 - - - - 2 30 3 - - - 16

その他 15 2 13 6 7 - - - - 15 12 - - - - - - - - 3 - - - - -

私　人　間　の　侵　犯　事　件

15,339 857 14,482 7,481 6,901 - 29 65 6 14,641 13,221 17 579 9 - - - 4 8 679 117 2 6 24 698

人身売買 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

売春関係 2 - 2 2 - - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

児童ポルノ 2 - 2 1 1 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

暴行・虐待

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 1,148 3 1,145 387 758 - - - - 1,148 1,146 1 - - - - - - - 1 - - - - -

妻の夫に対するもの 81 - 81 29 52 - - - - 81 80 - - - - - - - - 1 - - - - -

親の子に対するもの 796 23 773 314 446 - - 13 - 781 780 - - - - - - - - 1 - - - - 15

子の親に対するもの 283 1 282 85 195 - - 2 - 282 281 - - - - - - - - 1 - - - - 1

その他 362 6 356 119 235 - - 2 - 358 354 - - - - - - - 1 3 - - - - 4

家族間以外のもの 591 9 582 245 333 - - 4 - 583 562 1 - - - - - - - 19 1 - - 1 8

私的制裁 3 - 3 3 - - - - - 3 3 - - - - - - - - - - - - - -

医療関係 188 4 184 117 67 - - - - 181 169 - - - - - - - - 12 - - - - 7
人身の自由関係

103 7 96 70 26 - - - - 100 87 - - - - - - - - 13 - - - - 3

その他 18 - 18 8 9 - - 1 - 18 18 - - - - - - - - - - - - - -

社会福祉施設関係

施設職員によるもの 134 35 99 56 35 - - 8 - 126 84 - 10 - - - - 1 - 30 1 - - 2 8

その他 31 2 29 10 19 - - - - 28 24 1 - - - - - - - 3 - - - - 3

村八分 24 - 24 11 13 - - - - 23 22 - - - - - - - - 1 - - - - 1

差別待遇

女性 40 - 40 17 22 - - 1 - 40 40 - - - - - - - - - - - - - -

高齢者 72 1 71 24 47 - - - - 71 70 - - - - - - - - 1 - - - - 1

障害者 305 33 272 174 97 - - 1 - 275 234 6 - 2 - - - - 2 30 1 - - - 30

同和問題 106 20 86 34 15 - 25 7 5 95 36 - 27 3 - - - 1 - 21 3 - 4 6 11

アイヌの人々 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

外国人 88 4 84 49 29 - 4 2 - 88 68 - - 1 - - - - - 18 - - - 2 -

ＨＩＶ感染者等 45 1 44 30 14 - - - - 42 38 - - - - - - - - 4 - - - - 3

刑を終えた人々 11 3 8 4 4 - - - - 11 8 - - - - - - - - 3 - - - - -

ホームレス - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性的指向 6 - 6 4 2 - - - - 6 4 2 - - - - - - - - - - - - -

性同一性障害 17 - 17 11 6 - - - - 16 12 - - - - - - - - 4 - - - 2 1

その他 172 15 157 81 76 - - - - 162 136 - - - - - - - 2 23 1 - - 1 10

参政権関係 2 - 2 - 2 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

プライバシー関係

報道機関 7 - 7 4 3 - - - - 7 7 - - - - - - - - - - - - - -

インターネット 2,541 543 1,998 1,745 242 - - 10 1 2,070 1,156 1 539 - - - - - - 287 87 1 2 - 471

私事性的画像記録 66 - 66 51 15 - - - - 53 50 - 2 - - - - - - - 1 - - - 13

相隣間 233 13 220 88 131 - - 1 - 224 202 1 - - - - - - - 19 2 - - 1 9

その他 448 34 414 231 181 - - 2 - 429 364 1 - 1 - - - - 2 54 5 - - 6 19

集会，結社及び表現の自由関係 2 - 2 1 1 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

信教の自由関係 14 - 14 11 3 - - - - 14 14 - - - - - - - - - - - - - -

教育を受ける権利関係 5 - 5 4 1 - - - - 4 4 - - - - - - - - - - - - - 1

労働権関係

不当労働行為 21 - 21 7 14 - - - - 21 20 - - - - - - - - - 1 - - - -

労働基準法違反 102 - 102 62 40 - - - - 102 102 - - - - - - - - - - - - - -

その他 1,976 35 1,941 1,037 902 - - 2 - 1,933 1,870 1 1 1 - - - 1 1 52 6 1 - 1 43

住居・生活の安全関係

自力執行 14 - 14 7 7 - - - - 14 14 - - - - - - - - - - - - - -

相隣間

小公害 421 1 420 131 289 - - - - 420 415 - - - - - - - - 5 - - - - 1

その他 974 27 947 317 628 - - 2 - 959 927 1 - - - - - 1 - 26 4 - - 1 15

公害 15 - 15 6 9 - - - - 15 15 - - - - - - - - - - - - - -

不動産 267 - 267 118 149 - - - - 266 265 - - - - - - - - - 1 - - - 1

その他 1,260 14 1,246 678 567 - - 1 - 1,256 1,235 1 - - - - - - - 19 1 - - 1 4

強制・強要

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 362 - 362 145 216 - - 1 - 362 362 - - - - - - - - - - - - - -

妻の夫に対するもの 60 - 60 15 45 - - - - 60 60 - - - - - - - - - - - - - -

親の子に対するもの 145 - 145 70 74 - - 1 - 145 143 - - - - - - - - 2 - - - - -

子の親に対するもの 124 - 124 43 81 - - - - 124 124 - - - - - - - - - - - - - -

その他 226 2 224 90 132 - - 2 - 225 223 - - - - - - - - 2 - - - - 1

セクシュアル・ハラスメント 307 4 303 141 161 - - 1 - 303 299 - - - - - - - - 3 1 - - - 4

ストーカー 233 - 233 116 116 - - 1 - 233 233 - - - - - - - - - - - - - -

ホームレスに対するもの - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性的指向に対するもの - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性同一性障害に関するもの 1 - 1 - 1 - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 583 13 570 305 265 - - - - 577 561 - - 1 - - - - - 15 - - - - 6

組織又は多衆の威力関係 30 - 30 26 4 - - - - 28 28 - - - - - - - - - - - - - 2

交通事故 9 - 9 4 5 - - - - 9 9 - - - - - - - - - - - - - -

犯罪被害者 7 - 7 5 2 - - - - 7 7 - - - - - - - - - - - - - -

その他 256 4 252 138 114 - - - - 254 247 - - - - - - - - 6 1 - - - 2

北朝鮮当局によって拉致された被害者等に
対するもの

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
関係

総数 旧受
申 告

総　計

侵犯
事実
不存
在

侵犯
事実
不明
確

勧告委員受 調整

件　　　　　　　名
通告 告発

総　計

人権擁
護委員
の通報

新　受

計
要請 説示職員受

計
援助

処　理

未済関係行
政機関
の通報

情報 移送
措置
猶予

打
切
り

  措             置
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○　設置目的

○　各年の利用件数と主な相談内訳（平成２５年～２９年）

① 暴 行 ・ 虐 待 1,813 1,694 1,727 1,591 1,108

② 強 制 ・ 強 要
（セクハラ・ストーカー除く）

1,254 1,338 1,413 1,202 1,068

③ セ ク ハ ラ 334 412 378 368 338

④ ス ト ー カ ー 438 383 306 321 346

⑤ そ の 他 17,280 17,206 17,299 15,824 16,796

合 計 （ 件 ） 21,119 21,033 21,123 19,306 19,656

○　利用件数の推移（平成２０年～２９年）

注) ①から④までの件数は，女性を被害者とする相談の件数を計上している。

２７年 ２８年 ２９年

　男女共同参画社会基本法の制定を踏まえ，性差別に起因する人権侵害の被害者
の救済を推進するため，平成１２年７月３日，全国５０の法務局・地方法務局の
本局に，専用相談電話「女性の人権ホットライン」を設置し，夫やパートナーか
らの暴力，職場等におけるセクシュアル・ハラスメント，ストーカー行為等様々
な女性の人権問題をめぐる相談を専門的に受ける体制を整備したもの。また，相
談者の利便の更なる向上のため，平成１８年４月から電話番号を全国共通として
いる。

「女性の人権ホットライン」統計資料

２５年 ２６年
平成

相談内訳

23,997 23,426 23,289 
22,008 21,720 21,119 21,033 21,123 

19,306 19,656 
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○　設置目的

○　各年の利用件数と主な相談内訳（平成２５年～２９年）

平成

相談内訳

① 暴 行 ・ 虐 待 669 741 674 624 511

② い じ め 4,097 3,384 3,657 3,020 3,029

③ 体 罰 等 3,463 2,913 2,857 2,703 2,756

④ そ の 他 20,618 18,673 18,007 16,970 15,826

合 計 （ 件 ） 28,847 25,711 25,195 23,317 22,122

○　利用件数の推移（平成２０年～２９年）

注) ①の件数は，18歳未満の者を被害者とする相談の件数を計上している。

「子どもの人権１１０番」統計資料

　子どもをめぐる人権問題は，周囲の目につきにくいところで起こっていること
が多く，被害者である子ども自身も，身近な人に話しにくいといった状況がある
ことから，子どもが発する信号をいち早くキャッチし，その解決に導くため，全
国５０の法務局・地方法務局に，専用相談電話「子どもの人権１１０番」を設置
し，いじめ，体罰，児童虐待等をはじめとした子どもの人権問題をめぐる相談を
専門的に受ける体制を整備したもの。また，相談者の利便の更なる向上のため，
平成１８年４月から電話番号を全国共通とし，平成１９年２月からフリーダイヤ
ル化している。

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年
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○　設置目的

○　インターネット人権相談受付窓口（http://www.jinken.go.jp/）

○　インターネット人権相談種類別構成比の比較

○　インターネット人権相談の特色

　若年層を中心に広く電子メールサービス等インターネットが利用されている状況を踏ま
え，相談しやすい体制の強化を目的として，平成１９年２月から，インターネットを利用
した人権相談受付システムを導入，運用している。

「インターネット人権相談」統計資料

　インターネット人権相談は，２４時間いつでもフォームに入力して送ることができ，比
較的気軽に人権相談のできる手段である。
　人権相談の類型別内訳を見ると，他の手段も含めた全人権相談と比較して，プライバ
シー関係の相談の割合が高い（平成２９年では，全人権相談におけるプライバシー関係の
相談の割合は４．７％）。これは，プライバシー侵害，名誉毀損といったインターネット
上の人権侵害情報に関する相談について，インターネット人権相談を利用することが多い
ためと思われる。
　そのほか，相談者の年齢構成で見ると，高齢者の割合が極めて低く，１８歳未満の児童
の割合が高い。
　なお，平成２９年の特徴として，差別待遇に関する相談が前年から６７．５％増加の７
１０件となった。

　受付窓口は，子ども用（ＳＯＳ－ｅメール）と大人用に分かれており，それぞれ，パソ
コン用と携帯電話用に対応している。また，平成２８年３月からは英語及び中国語に対応
した受付窓口を整備し，さらに，平成２９年３月からはスマートフォンに対応した窓口を
設置し，より利用しやすい環境の整備に努めている。
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インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について

１ 法務省の人権擁護機関の取組について

法務局・地方法務局では，人権相談等により人権侵害の疑いのある事案を認

知した場合には，人権侵犯事件として調査救済手続を開始し，被害の実効的救

済に取り組んでいる。

インターネット上に流通する人権侵害情報は，一般に伝播性が高く，重大な

被害を生じさせるおそれがあることから，特に迅速な対応に努めている。具体

的には，人権擁護機関が被害者からの被害申告を受けた場合，速やかに該当す

るインターネット上の人権侵害情報を確認し，被害者自らが被害の回復・予防

を図ることが困難な事情がないか検討した上で，そのような事情がない場合は，

被害者に対し，プロバイダ等への当該侵害情報の削除依頼等の具体的な方法に

ついて助言するなどの「援助」を行っている。これは，表現の自由との関係な

どから，国の機関の関与なく被害を回復することが可能であればその方が望ま

しいとの考え方によるものである。

一方，被害者自らが被害を回復することが困難な事情が存在すれば，必要に

応じて被害者や関係者から事情を聴くなどの調査を行うとともに，法令・判例

に照らして違法性を判断し，名誉毀損やプライバシー侵害などとして違法性が

認められる場合には，人権擁護機関から，プロバイダ等に対して当該情報の削

除を要請している。

なお，人権擁護機関に被害の相談があった場合の具体的な対応については，

下図のとおりである。

インターネットの書き込みによる人権侵害について

まず，最寄りの法務局へ人権相談を

名誉毀損罪等により犯人の処罰を希望される場合

最寄りの警察署，各都道府県警本部の
サイバー犯罪相談窓口等をご案内します

書き込みの削除を希望される場合

法務局職員又は人権擁護委員が
詳しくお話をおうかがいします

プロバイダ等への削除依頼等の
具体的方法を助言します

相談者ご自身で削除依頼をすることが困難である場合 又は 相談者ご自身で削除依頼をしたが応じてもらえなかった場合

法務局において，当該書き込みの違法性を判断した上で，プロバイダ等へ削除要請をします
（ただし，強制力を伴わない任意の措置にとどまります）

相談者ご自身で削除依頼をされる場合

法務局の削除要請にも応じてもらえなかった場合

裁判所に削除の仮処分命令の申立てをする方法をご案内します
（法務局が申立てを代行することはできません。相談者ご自身で申立てをするのが困難であれば，弁護士等に相談していた
だくことが考えられます。資力の乏しい方は，日本司法支援センター（法テラス）の民事法律扶助（弁護士等による無料法律
相談や弁護士費用等の立替え）をご利用いただくことができます。）

インターネットの書き込みにより，人権侵害の被害にあわれた場合
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２ 平成２９年における人権侵犯事件の動向について

(1) 新規救済手続開始件数について

平成２９年中に法務局・地方法務局において新たに救済手続きを開始した

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，前年の１，９０

９件を３０８件上回る２，２１７件（１６．１％増加）で，５年連続して過

去最高（注）の件数を記録した。

なお，このうち，プライバシー侵害事案が１，１４１件（対前年比４．０

％減少），名誉毀損事案が７４６件（対前年比４８．９％増加）となってお

り，この両事案で全体の８５．１％を占めている。

(2) 処理件数について

平成２９年中に法務局・地方法務局において処理したインターネット上の

人権侵害情報に関する人権侵犯事件は，前年の１，７８９件を４９６件上回

る２，２８５件（２７．７％増加）で，５年連続して過去最高（注）の件数を

記録した。

当該事件の処理は，被害者に対しインターネット上の人権侵害情報を被害

者自らが削除依頼する方法を教示するなどの「援助」が大半を占めるが，当

機関がプロバイダ等に対し人権侵害情報の削除を求めるなどの「要請」を行

った件数は，５６８件であった。

（注）平成13年から実施している現行の統計報告要領において，過去最高となる。
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(3) 具体的事例について

当機関が平成２９年に措置を行った人権侵犯事件には以下のような事例が

あった。

［事例１］インターネット上のプライバシー侵害及び名誉毀損

難病を持つ子どもの親から，自身のブログに掲載した子の画像等を悪意

ある形で転載され，誹謗中傷する内容が書き込まれているとして，法務局

へ被害が申告された事案である

法務局で調査した結果，当該画像等は被害者のプライバシーを侵害し，

又は名誉・信用等を毀損するものと認められたため，法務局がサイト管理

者等に削除要請を行ったところ，ほぼ全ての画像及び書き込みが削除され

るに至った。（措置：「要請」）

［事例２］インターネット上のプライバシー侵害及び名誉毀損

全国的に報道された刑事事件に関連して，当該事件とは無関係の被害者

が当該事件の被疑者の関係者であるとする虚偽の情報とともに被害者の氏

名や画像がインターネット上のブログ，ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキ

ングサービス），動画投稿サイトに掲載され，個人の名誉・信用等を毀損

し，又はプライバシーが侵害されているとして法務局に被害申告がされた

事案である。

法務局で調査した結果，当該書き込みは被害者のプライバシーを侵害し，

又は名誉・信用等を毀損するものと認められたため，法務局から当該サイ

ト管理者等に対し削除要請を行ったところ，全ての画像及び書き込みが削

除されるに至った。（措置：「要請」）

［事例３］インターネット上のプライバシー侵害

インターネット上のＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）
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において，なりすましアカウントにより被害者の上半身裸の画像が掲載さ

れていたところ，被害者自身でＳＮＳの運営会社に対し，アカウントの削

除を依頼したが応じてもらえなかったとして，法務局へ相談がされた事案

である。

法務局で調査した結果，当該画像は被害者のプライバシーを侵害するも

のと認められたため，法務局からＳＮＳの運営会社に対し削除要請を行っ

たところ，本件アカウントは削除されるに至った。（措置：「要請」）

３ さいごに

法務局・地方法務局では，上記のようにインターネット上の人権侵害情報に

関する相談や被害申告等に対応するため，法務局での面談による相談窓口のほ

か，電話（みんなの人権１１０番：０５７０－００３－１１０），インターネ

ット（http://www.jinken.go.jp/）でも相談に応じている。

また， インターネットによる被害を未然に防ぐため，「インターネットを

悪用した人権侵害をなくそう」を啓発活動の強調事項の一つとして掲げ，啓発

教材「あなたは大丈夫？考えよう！インターネットと人権（改訂版）」等の人

権啓発資料を法務省ホームページ上で提供している（http://www.moj.go.jp/J

INKEN/jinken88.html）ほか，啓発ビデオ「インターネットと人権～加害者に

も被害者にもならないために～」を作成し，YouTube法務省チャンネルで配信

している（http://www.youtube.com/MOJchannel）。また，スマートフォンや

携帯電話の普及ともあいまってインターネットの匿名性，情報発信の容易さを

悪用した人権問題が特に青少年を中心に発生していることを受け，携帯電話会

社等と連携して，児童・生徒等を対象とする人権教室を実施しているほか，講

演会，シンポジウムの開催等，各種啓発活動を実施している。


